環境配慮企業確認書交付実施要領
（趣旨）

第１条　この要領は、環境配慮経営を実践する京都府内の中小企業者並びに中小企業者が組織する中小企業等協同組合、協業組合、商工組合及び同連合会、商店街振興組合及び同連合会、生活衛生同業組合及び同連合会（以下「中小企業者等」という。）を対象に、京都府内の中小企業者等の環境配慮を促進することを目的に、京都府・京都市中小企業融資制度の金利を優遇する「環境経営促進金利優遇制度（京都ＥＣＯレート）」の対象者のうち、新たなエコ対策を行う「環境配慮企業」を知事が確認を行い、確認書を交付する事項を定める。
（対象者）
第２条　この要領において「環境配慮企業」とは、次のすべてに該当する中小企業者等をいう。
１　京都府地球温暖化対策条例第１８条に規定する事業者排出量削減計画書を作成し、京都府知事に提出した者又は京都市地球温暖化対策条例第２０条に規定する特定事業者排出量削減計画書を作成し、京都市長に提出した者
２　次の対策のいずれかを実施する者
ア　事業所における主要な設備において省エネルギーに資する改修工事を実施しようとする者又は過去３年以内に実施した者
イ　国際標準化機構（ＩＳＯ）の国際標準規格「ISO14001」（以下「ISO14001」という。）、ＫＥＳ認証機構の環境認証「ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード」（以下「ＫＥＳ」という。）と同等の環境マネジメントシステムを運用し、温室効果ガスの排出削減等に寄与する取組を進めている者
ウ　ISO14001又はＫＥＳの認証申請中の者
エ　その他知事が適当と認める地球温暖化対策を実施していることが確認できる者
（申請）

第３条　知事の認定を受けようとする中小企業者等は、確認申請書（別記第１号様式）により知事に申請しなければならない。

（確認）

第４条　知事は前条の規定による申請があったときは内容の確認を行い、確認結果通知書（別記第２号様式）により申請者あて通知する。
（有効期間）

第5条 「環境配慮企業」の確認結果の有効期限は申請した当該年度内とする。

（確認の取り消し）

第6条 知事は、「環境配慮企業」の確認結果の交付後に、第２条の条件を満たさなくなったとき又は虚偽の申請により確認を受けたことが判明した場合は、「環境配慮企業」の確認を取り消し、確認取消通知書（別記第３号様式）により申請者あて通知する。
（その他）

第７条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
（附則）

１　この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

２　この要領は、文化環境部地球温暖化対策課が行う京都府・京都市中小企業融資制度の金利を優遇する「環境経営促進金利優遇制度（京都ＥＣＯレート）」の利用のための「環境配慮企業確認書」の交付に適用する。
